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2016年１月28日

理事・観光政策研究部長

梅川 智也

観光地経営の視点と観光推進組織
＜事業と財源＞
－自立的運営に向けて－

国土交通省 観光庁シンポジウム
「日本版DMOの形成に向けて」

『観光地経営』とは
－８つの視点０
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『観光地経営の視点と実践』について

発刊の目的

昨今の市場環境の変化に対応し、既存の観光地が活性化していくためには、

観光地における「企業活動」と「まちづくり」を有機的に結び付け、観光地全体を

マネジメントしていく「観光地経営」という考え方が重要となる。

本書では、それを実現させるためのポイントを８つの視

点から提言するとともに、参考となる実践例を全国１０

カ所取り上げ、その学ぶべき点について丁寧に解説し

ている。

仕様
•発行 ２０１３年１２月

•出版社 丸善出版

•仕様 Ｂ５版 ２２７ページ

•定価 本体２，８００円＋税
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日本観光研究学会 学会賞
『観光著作賞（一般）』受賞

（2015年5月）
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視点1
観光地の特性と経営状況を把握する

状況把握
視点2
説得力ある将来ビジョンを策定する

戦略策定

視点3
新たな魅力づくりと市場の創造

市場創造
視点8
地域の観光財源を確保する

財源確保

視点7
観光地ブランドを維持、向上する

ブランド
形成 視点4

滞在のための仕組みをつくる

滞在促進

視点5
地域資源の保護と活用を両立させる

保護･活用
視点6
組織と人材を見直して実行力を高める

組織･人材

「観光地経営」
の
視点

地域における
観光推進組織・体制の課題１
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資料：(公財)日本交通公社作成
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図－１ 地域における観光推進組織・体制の構造

１．地域における観光推進組織・体制の実態
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観光財源の現状と課題２
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観光財源の体系
自主財源

地方税（観光を使途とするもの）

 法定税：入湯税（市町村税）

 法定税の超過課税 [入湯税（三重県桑名市、岡山県美作市）、県民税（高知県森林環境税）等]

 法定外税

法定外目的税 [宿泊税（東京都）､乗鞍環境保全税（岐阜県）､遊漁税（富士河口湖町）等]

法定外普通税 [別荘等所有税（熱海市）､歴史と文化の環境税（太宰府市）等]

協力金・寄附金

 協力金 [花見山協力金（福島市）、おわら風の盆行事運営協力金（富山市）等]

 分担金（地方自治法）：BID、CID ［倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例］

 寄附金 [ふるさと納税制度等]

 その他 [観光ファンド、エコファンド､宝くじ事業収益金等]

事業収入（利用料・使用料等）
観光施設等入場料､衛生施設利用料（トイレ・シャワー等）､温泉施設利用料､空港施設利用料､駐車場利
用料､不動産事業､有料道路通行料､旅行業収入､製造業､卸小売業､国等の事業請負等

依存財源

地方債 ・過疎対策事業債（産業振興施設､ソフト事業）・辺地債等

国等の補助事業 ・観光振興費（観光庁）､離島振興費（国交省）､文化振興費（文化庁）等
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資料：(公財)日本交通公社作成

２．観光財源の現状と課題
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資料：(公財)日本交通公社作成

名称 種別
施行年
月

使途範囲
Ｈ24税収
（百万円）

熱海市「別荘等所有税」
法定外
普通税

1976.04 環境衛生費､消防費､道
路整備費

555

河口湖町「遊漁税」
法定外
目的税

2001.07 環境保全・観光インフラ 10

東京都「宿泊税」
法定外
目的税

2002.10 観光振興全般（含PR） 1,070

岐阜県「乗鞍環境保全税」
法定外
目的税

2003.05 環境保全 18

太宰府市「歴史と文化の環境
税」

法定外
普通税

2004.04 資源保全・渋滞対策・
観光振興

65

伊是名村「環境協力税」
法定外
目的税

2005.04 環境保全 4

伊平屋村「環境協力税」
法定外
目的税

2008.07 環境保全 3

渡嘉敷村「環境協力税」
法定外
目的税

2011.04 環境保全 9

泉佐野市「空港連絡橋利用税」
法定外
普通税

2013.03 空港関連施策 （見込）

300

２．観光財源の現状と課題

法定外税導入の動き

入湯税等の現状
－安定的なまちづくり財源として３
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３．入湯税の現状

入湯税とは

1950年地方税法701条で定められている間接税。1957年から目的税。
市町村税であることから、税額や減免措置等はそれぞれの自治体の判断
で決められる。

税率

標準税率：1人1日150円（1977年～)

税率採用状況

 210円→三重県桑名市、 200円→岡山県美作市

事例１：静岡県下田市＝宿泊料金又は飲食料金によって異なる

 10,000円以上150円、4,000円～10,000円未満130円、4,000円未満 100円

事例２：山形県鶴岡市＝入浴スタイルによって異なる

 旅籠入湯客 150円、日帰り入湯客及び木賃（自炊用簡素な施設）入湯客 75円
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税率(円)
20 40 50 70 80 100 120 130

〈標準〉

150 200 210 合計数

市町村数※ 1 6 11 2 3 53 2 3 896 1 1 979

構成比(％) 0.1 0.6 1.1 0.2 0.3 5.4 0.2 0.3 91.5 0.1 0.1 100.0
※平成22年度中に入湯税の収入済み額があった団体数

資料：総務省
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入湯税収入額の推移

税収：223億円（2010年度決算額／市町村税総額の0.1％
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資料：「地方税の税目別収入額の推移」総務省

３．入湯税の現状
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【事例】 岡山県美作市（入湯税）

 もともと１５０円の入湯税と５０円の入湯料を徴収していた。

 入湯税は２００円。うち１００円が湯郷温泉旅館組合（１２軒加盟）へ、そのうち１
５円が湯郷温泉観光協会（８６軒加盟）へ入る。３０年以上前から、入湯税の一
部が旅館組合へ入っていた。

 入湯税の２分の１を旅館組合へ出す
旨は、美作市の「観光振興助成事業」
として定められている。

 一定程度、自由裁量の財源があるの
で、地元農家とタイアップした体験プ
ログラムの開発や若手発意のイベン
トなどを支援している。後継者も戻っ
てきている。

 ここ数年年間約２５万人の入湯客が
あることから、約２５００万円が旅館組
合に戻されている。
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入湯税200円
○

×

入湯税-150円

入湯税
200円

美作市
湯郷温泉
旅館組合

湯郷温泉
観光協会

50% 15%

元町長の提案

現在の仕組み

入湯税150円 入湯料
50円

３．入湯税等の現状

新たな財源確保と
組織づくりの動き

４
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①北海道釧路市阿寒湖温泉

検討から導入までの経緯

 旧阿寒町時代の2002年度（平成14年度）より、安定的な観光まちづくりのため
の財源として、入湯税の超過課税の導入について検討してきた。

 2014年（平成26年）6月、釧路市議会において「入湯税の税率改定に伴う釧路
市税条例の一部改正」の方針が決まり、パブリックコメントを得て12月議会におい
て条例案が採択された。→2015年4月1日より施行。

 改訂内容：税率を150円→250円に引き上げ

 ただし、国際観光ホテル整備法に基づく登録ホテル・旅館以外の宿泊施設における宿泊
者については150円に据え置く。

 現状では、阿寒湖温泉地域の一部の宿泊施設だけに適用

 100円の増額分は、新たに設置する「基金」に積み立て、引き上げが適用された宿泊施
設が所在する地域、つまり阿寒湖温泉地域の観光振興事業の財源として役立てる。→使
途を明確にした長期計画を策定済み。
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４．新たな財源確保と組織づくりの動き
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入湯税超過課税の概要

入湯税の税率引き上げ（平成２６年１２月１１日改正）

改正前の税率 改正後の税率

①一般の宿泊者 １人１泊 150円

②一般の日帰り者 １人１泊 90円

③修学旅行団体 １人１泊 70円

④修学旅行日帰り １人１泊 40円

250円

150円

90円

70円

40円

※奢侈性の低い施設の
軽減措置

※奢侈性の低い施設：国際観光ホテル整備法の登録ホテル以外

税率引き上げの目的 観光振興をさらに推進する事業の財源

引き上げの期間 平成27年4月1日～平成37年3月31日 10年間の特例措置

税法上の
特例措置
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４．新たな財源確保と組織づくりの動き
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入湯税引上げ分の運用方法について
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●入湯税引上げ分を基金に積み立て

入湯税
（150円分）

入湯税
（引上分 100円）

基金を新設
（釧路市観光振興臨時基金）

条例を制定
観光振興に使途を限定

引上分のみ
を積み立て 阿寒湖温泉で実

施する観光振興
事業

市から補助
金として支出

・入湯税の引上げ分のみを観光振興の事業にあてるための基金条例を制定
・基金化することで、実際に何にどのくらい使ったのかを明確化
・地元の事業に対して、市から補助金という形で支出（地元と事業を調整し決定）

•地元関係団体と市が使途について協議して決定
•事業の検証なども実施

地元関係団体と市による事業検討会議の設置

４．新たな財源確保と組織づくりの動き
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②三重県鳥羽市

鳥羽市は民間主導の温泉地であり、源泉を持たない「運び湯」の施設も
あることや、入湯税が一般財源化されている温泉地が多いことなどの理
由から、入湯税を徴収していなかった。

 その間、入湯税徴収とその使途についての協議を続けていた。

使途比率について合意→2007年４月より150円を徴収開始。

入湯税の配分比率（「鳥羽市鉱泉源保護管理整備補助金交付規定」で
規定）(図－３）

鉱泉源保護・・・・・３０％
観光振興・・・・・・・５０％－－－－
消防施策等・・・・・１０％－－－－ ７０％を積立→基金化
環境衛生施設・・・１０％－－－－ 「鳥羽市観光振興基金条例」

18

４．新たな財源確保と組織づくりの動き
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 「鳥羽市観光基本計画」に位置づけられた事業に活用

全国初の取り組み→「鳥羽方式」として注目

更に、「漁業と観光の連携促進計画」を策定
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観光客（宿泊・日帰り） 温泉宿泊施設 鳥羽市

支払い 納税

鳥羽市観光振興基金
鳥羽市

温泉振興会

鉱泉源保護費

観光振興
（5割/7割）

環境整備
（1割/7割）

消防施設
（1割/7割）

毎年入湯税の７割を積立

観光基本計画に
記載されている事業

事業を通じた
観光客への還元

資料：(公財)日本交通公社作成

図－２ 鳥羽市の入湯税基金化の仕組み

４．新たな財源確保と組織づくりの動き
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 「鳥羽市観光基本計画」
目標年次

 「第2次鳥羽市観光
基本計画」の計画
体系
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戦略４
美しい景観を提供する

国際的な滞在拠点を目指した

「鳥羽うみ文化」の継承と創造
目標像

観光基盤整備
戦略

戦略５
外国人観光客に魅力を伝える

戦略１
鳥羽うみの豊かな食を提供する

戦略２
鳥羽うみの文化を伝える

戦略３
鳥羽での滞在をより魅力的なものにする

戦略６
鳥羽を発信する

戦略７
観光基盤の充実・強化

戦略８
観光推進体制の構築

基本戦略

エリア別戦略
プロジェクト

テーマ別戦略
プロジェクト

テーマプロジェクト①
鳥羽うみ文化ネットワーク構想

テーマプロジェクト②
漁業と観光の連携

テーマプロジェクト③
芸術を活かした観光振興

テーマプロジェクト④
インバウンド受入推進

エリアプロジェクト①
中心市街地の賑わい・魅力創出

エリアプロジェクト②
新たな島旅の推進

資料：「第2次鳥羽市観光基本計画」を元に
(公財)日本交通公社が作成

2005 2008 2010 20162015 2020 2025 2026

前期AP(*)
 (2009～10年度）

後期AP(*)
(2011～15年度）

第1次鳥羽市観光基本計画
(2008～2015年度）

前期AP(*)
 (2016～18年度）

後期AP(*)
(2022～26年度）

第1次鳥羽市観光基本計画
(2008～2015年度）

中期AP(*)
 (2019～21年度）

↑
入湯税導入
(2007年)

↑
観光課設置
(2009年)

４．新たな財源確保と組織づくりの動き

これからの観光推進組織５

copyright ⓒJTBF all right reserved.

（１）観光推進組織の位置づけの明確化
 市全体の観光推進組織と行政の役割、そして地区の観光協会の役割の整理・明確化が必
要となっている。

（２）これからの観光推進組織の機能と役割
①「マーケティング、そしてプロモーションという誘致宣伝機能」（＊）

②「観光まちづくり、あるいは受入環境整備機能」

③「観光案内機能、あるいは地域コンシェルジュ機能」

④「観光施設の管理運営（受託事業を含む）機能」

⑤「コンテンツづくり機能」（＊＊）
＊ 個人客に対応するホームページやＳＮＳなどを活用した情報発信事業が含まれる。

＊＊具体的には、着地型旅行商品の造成販売やフィルムコミッションなどといった機能である。

（３）観光財源の使途の明確化
 阿寒湖温泉で実施した「入湯税の負担感に関する調査」(2013年（平成25年）、当財団)に
よれば、何に使うのかが明確になっていれば、超過課税でより多く負担することは構わない。
といった、条件付き賛成が多数を占めている。

 鳥羽では、基金化により観光振興予算が柔軟に使えるようになったが、その裏にはきちんと
した観光基本計画があり、それに基づいて計画的に活用している。決して場当たり的に使お
うということではない。
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なぜ地域において観光推進組織が必要なのか

行政には意思決定のシステムとして議会というものがあり、そこで審議する
ことを通じて市としての政策を決定する。

一方、民間をベースにした地域づくりや観光まちづくりでは、合意形成のシ
ステムが明確になっていない。

→これが意思決定を遅らせ、対応を後手に回す一番の問題である。

こうした組織の中できちんと議論をし、仮に財源がある場合には、何に使っ
ていくのか明確にするためにも、観光推進組織の役割は今後ますます大切
になる。


